
人と企業と街から考える都市の創造性
～地域ブランドラボの取組を通じて～

藤原徹平（建築家／横浜国立大学 都市イノベーション学府 准教授）
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2007年に都市・建築デザインの新しい大学院をスタート（当初は都市の中心にスタジオを置いた）

Y-GSAのマニフェストが入った開校ポスター
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2011年より大学のボイラー室を改装したスタジオ空間を整備 3



スタジオ教育制度によって、世界の都市や社会課題に取り組む
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世界中の有力な建築大学との、研究教育の国際的なネットワークを組む
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タクティカル・アーバニズム
――戦略的（ストラテジック）な都市デザインから
戦術的（タクティカル）な都市デザインへ

都市デザインの新しい流れ（戦略から戦術へ）

• 「Short-term Action for Long-term Change」（長期的な
変化のための短期的なアクション）のアイデア

• 小さな実践を短期的に動かし、大きな都市構想を実
現させていくための手法

• 事例: ニューヨークのタイムズ・スクエアの歩行者専
用空間（一時的な道路の広場化から、恒久的な歩行
者専用空間の形成へ）

タイムズ・スクエアの広場
「路上のパラソルからビッグ・ピクチャーへ」、『10+1 Web site』
（撮影者: 中島直人）より

参照:
中島直人、太田浩史、「路上のパラソルからビッグ・ピクチャーへ」、『10+1 Web site』

小さな実践の積み重ねによる大きな構想の実現
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都市デザインの新しい流れ（小さな拠点から始める）

自然発生的なコミュニティの場を社会資本と捉え、都市拠点に転換してく

「ファヴェーラ・タバレ・バストスのサッカーフィールド」（作成: 横浜国立大学先端科学高等研究院、Y-GSA）

空間を「人々が時間、活動、 知識、モノを共有し、関係性を育んでいく場」としての共有資源として捉え、
そのあり方を「資源の対象（Resources）」「資源の利用者（Community）」「制度・仕組み（Protocol）」とい
う観点から観察
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ローカル・ブランド・ラボについて

横浜国立大学（建築・都市デザイン、建築計画）

横浜市(政策局)

若手建築家

冨永美保
（tomito architecture）

山道拓人
（ツバメアーキテクツ）

藤岡泰寛

グローバリズム、人口流動性の上昇、価値観の多様化によって、従来のマスタープラン型の都市計画に変わる
新しい都市計画手法が求められつつある。
２０１６年より研究をスタート

・大学（建築・都市デザイン）
・行政（政策）
・地域計画の実践者（若手建築家、都市プ
ランナー）
・NPO
等、多様な主体による地域計画の研究

藤原徹平 吉本憲生
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杉浦裕樹

横浜コミュニ
ティデザイン・
ラボ

内海宏

地域計画研究所
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問題意識：横浜の都市としての価値は、きちんと伝わっているのか？

横浜の都市ブランド力（住みたい街ランキング２０１８ 関東１位「横浜」 ２位「恵比
寿」 ３位「吉祥寺」、観光客数「昨年度 3,631万人」）を示す指標は高い。※ただし

「街」の定義には気を付ける必要がある

「本牧」や「保土ヶ谷」や「天王町」や「伊勢佐木町」や「関内」といったローカルな地名

のブランド力はどうか？

◇ ローカル・ブランド・ラボをはじめようと考えた問題意識

〇「横浜としてのアイデンティティ」の発信

と同時に

〇各スポットの「ローカルなアイデンティティ」の発信

が必要
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・地域資源や潜在価値を示す「地域ブランド力」の評価方法（Ａ、評価方法）

・地域ブランド力の基盤を強くしていく「戦略」的都市計画（Ｂ、戦略への展開）

・「地域ブランド力」を実感させる拠点形成 「戦術」的手法（Ｃ、戦術への展開）

ローカル・ブランド・ラボの枠組み

グローバリゼーション、人口流動性の上昇、価値観の多様化、都市間競争の激化、
民間企業による公共的アクション、産業構造の変化、格差の拡大

＜研究の前提１（国際社会における大きな流れ＞

＜研究の３つのポイント＞

少子高齢化、首都圏への人口流動、家族像の変化（未婚率の上昇、子育ての方
法の変化）、産業構造の変化、交通の変化、地域社会の構成員の変化

＜研究の前提２（日本、横浜における社会の流れ＞



Ａ，【地域資源、地域ブランド力の評価方法】
Ａ－１：「地区カルテ」７０年代から蓄積されてきた横浜の都市・社会情報
Ａ－２：「地区カルテ」のその後の展開
Ａ－３： 「地区カルテ」、「地区計画」の歴史から、横浜の都市政策変化を読み解く

Ｂ、【都市戦略：未来への大きな戦略を考える】
Ｂ－１：グリーンマトリックスとインナーハーバー
Ｂ－２：みなとみらい２．０
Ｂ－３：創造都市戦略（文化都市としての世界戦略）２．０

Ｃ、【戦術的介入：小さな実践の循環をつくる】
Ｃ－１：地域を精緻に観察・分析する
Ｃ－２：小さな実践を積み重ねる
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Ａ－１ 横浜における「地区カルテ」の取組み

70,80sにおける「地区カルテ」の活動…1970年代前半に、「シビル・ミニマム」（市民と自治
体の協働によるまちづくりの指標となる最低限必要な生活基準）の発想にもとづき作成さ
れた、東京都立大学・川名吉エ門研究室による高知市の「コミュニティカルテ」が注目を浴
びたことをはじめとして、各都市で、生活環境の特徴・課題を可視化・評価しようとする「地
区カルテ」作成の動きがみられ始める。本格的には1980年代に入ってから作成が進めら
れ、区レベルでの「地区カルテ」は1980年の横浜市中区が嚆矢（作成は1978年〜）。



Ａ－１ 「地区カルテ」の歴史的経緯・発展について

横浜市の地区カルテの概要
例: 港北区地区カルテ1981 版、港北区地区カルテ1992 版（『調査季報』1992 年11 月号より）

1. 調査票 2. データをプロットした地図

作成主体は各区（調整係を中心に職員+市
民）。
調査票や各項目の地図を地区（町丁目や、
生活圏、などの範囲が設定される）ごとにまと
めたものが「地区カルテ」の構成。

①基礎指標（人口、面積、都市計画図、歴史など）
②施設（学校、公園、病院、福祉施設、文化施設など）
③暮らし（商店街、インフラ、農地、ゴミ、公害など）
④交通（道路図、鉄道、バス路線など）
⑤自然（緑、河川・水害、地震など)
⑥住民意識調査アンケート

データ項目分類
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Ａ－１ 「地区カルテ」の歴史的経緯・発展について

横浜市の地区カルテ作成年表

主に1980・90年代前半に作成される。
（2000年前後以降に、統計要覧等に継承・発展。)
→巨大な人口を抱える自治体としての全体像の把握。
→急激な都市拡張に伴う新住民と都市行政の関係構築。
→まちづくりと連動し文化的なアイデンティティの理解。
→テーマコミュニティ（環境、子育て）の興隆と対応。 図版作成: Y-GSA2017年度後期藤原スタジオメンバー

横浜市内各区における地区カルテの作成時期

1960

1980

2005

2015

地区カルテの作成黎明期

人口: 131万人

人口: 277万人

人口: 356万人

人口: 371万人
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Ａ－１ 「地区カルテ」の歴史的経緯・発展について

1980・90sに地区カルテが作成された行政区

1960

1980

2005

2015

人口: 131万人

人口: 277万人

人口: 356万人

人口: 371万人

1981
1991

1980
1983

1983
1990

1982

1980

1990

1982
1985

1982 1985

1985

図版作成: Y-GSA2017年度後期藤原スタジオメンバー

港北区・緑区・戸塚区で複数回作成。
→市域の端部でも、中央部でもない場所で意欲的に作られる傾向？

15



1960

1980

2005

2015

人口: 131万人

人口: 277万人

人口: 356万人

人口: 371万人

1980
1983

1983
1990

1982

1980

1990

1982
1985

1982 1985

1985

図版作成: Y-GSA2017年度後期藤原スタジオメンバー

地区カルテ作成の背景
「地区カルテは、地域の特色を示すもの。新住民が来た時地域の歴史が忘れ
られたという経緯もある。」
「都心でもなく周縁でもなく、都心の周辺部が問題となった。地域の特色がな
いので、それを発見したい、という意図。 」 16

1981
1991

Ａ－１ 「地区カルテ」の歴史的経緯・発展について

1980・90sに地区カルテが作成された行政区



Ａ－２ .行政市民協働の地区カルテ作成のその後の展開

地図協働作成等への地区カルテの展開
住民参加型の地図作成

・3世代遊び場マップ
・ガリバーマップ
→住民参加型で地図作成を行う。
→作成した地図をもとに新たなイベントも
発生。

日ノ出町のガリバーマップ（2008）
出典: 横浜経済新聞

「三世代遊び場マップ」－現代版－（1985）
出典: ミツカン水の文化センター

ガリバーマップ3世代遊び場マップ

金沢区のガリバー地図（1996）
出典: 横浜市都市整備局

17

制度・条例等
・都市計画法改正（1980）

―地区計画制度導入
・世田谷区街づくり条例（1982）
→住民参加型による街づくりツールの開
発。
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Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

1980・90sの横浜市: 地区カルテ黎明期／地区計画の時代

図注: ローカルブランドラボ第三回研究会（2017.12.22開催）において内海宏氏から提供

1978-
1982
地区カル
テづくり

1993（Ｈ５）
ゆめはま
2010プラン
（「特色ある都
市拠点強化
プラン」等を
示す）

1989（H1）
新よこはま21世
紀プラン
（中域生活圏、郊
外部の街づくり、既
成市街地の環境改
善）
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Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

1980・90sの横浜市: 地区カルテ黎明期／地区計画の時代

図注: ローカルブランドラボ第三回研究会（2017.12.22開催）において内海宏氏から提供

地区カルテと地区計画
・地区カルテの作成が、のちの「新よこはま21世紀プラン」（総合計画）につながる。
・ゆめはま2010プランが最後の総合計画（予算の裏付けがその後なくなり現在は都市マスタープ
ランに集約）

地区のストラテジー
・この時期は、区のなかに建築課があった（その後、90年代はじめに廃止、本庁に統合）。廃止さ
れるまでは、開発指導・地域の魅力づくりが、人を中心にきめこまかく可能であった。

1978-
1982
地区カル
テづくり

1993（Ｈ５）
ゆめはま
2010プラン
（「特色ある都
市拠点強化
プラン」等を
示す）

1989（H1）
新よこはま21世
紀プラン
（中域生活圏、郊
外部の街づくり、既
成市街地の環境改
善）
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Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

1990s・2000sの横浜市: 協働の時代／パートナーシップ型行政の形成

図注: ローカルブランドラボ第三回研究会（2017.12.22開催）において内海宏氏から提供

1991-1993
コミュニティ行政研究会
・区役所の若手係長、職員、地域プランナー、市民で構成
・毎月の研修
・自治体振興から地域まちづくりへの施策転換

ボトムアップ協働によって地区計画をつくる画期的な運動
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Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

1990s・2000sの横浜市: 協働の時代／パートナーシップ型行政の形成

図注: ローカルブランドラボ第三回研究会（2017.12.22開催）において内海宏氏から提供

1991-1993
コミュニティ行政研究会
・区役所の若手係長、職員、地域プランナー、市民で構成
・毎月の研修
・自治体振興から地域まちづくりへの施策転換

1996-1998
パートナーシップ推進モデル事業
・タテ割りを超えた3局（政策局、都市経営局、企画局）の合流
・地域のまちづくりを継続的かつ総合的に取り組んで行くための仕組み形成
・モデル区の指定と、区役所主体のまちづくり推進→金沢区のモデル事業
・ワークショップなど市民参加の手法の導入
・公民連携のまちづくり組織の形成

2002-2004
「協働のあり方」研究会の開催（2002）／横浜会議（2004）
・市民共同オフィスの設置（2002）
・公民連携の仕組みについての検討

1998
NPO法制定
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都市計画マスタープランと「ゆめはま２０１０」（１９９３）の関係
性（金沢区のサイトより抜粋）

Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

2000s以降の地区計画のつくられかたの変化（全市型に）
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Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

2000s以降の横浜市: ボトムアップ型の地区計画は、地域福祉計画へ

図注: ローカルブランドラボ第三回研究会（2017.12.22開催）において内海宏氏から提供

2005
第1期 横浜市地域福祉計画 区計画策定
・地域福祉計画は5年に1回の頻度で策定
・それにあわせて、策定の基礎資料として地区カルテを
作成（『磯子のABC』など）
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Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

地区カルテの研究からの分析と問題提起１

 現在は「地域福祉保健計画」が、横浜の地域政策の核になっている。
地区単位のアクションプランとも連動しつつあり、さらにそのＰＤＣＡのサイクルを強くすべ
き。

 地域住民にとっての「地域ケアプラザ」の重要性に着目すべき。今後
は、場合によっては区役所より「地域ケアプラザ」が重要になる。
（地域交流コーディネータ （横浜市の独自の仕組み）／生活支援コーディネータ（国が制
度化したもの）の存在）の二つのポストの役割がうまく機能している。１５０ある「地域ケアプ
ラザ」の面白い取組への資金・人的サポートや、事例の情報共有を強化すべき。

 「地域福祉保健計画」を「地区計画」や「地区ビジョン」へと育てていく
方法を考えるべき。市民と最も接点がある「地域交流コーディネータ／生活支援コー
ディネータ」と都市計画を立案している部局との、対話の場、計画へのセッションを定常化
すべき
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◆現状の課題１：地域福祉計画と都市マスタープランがかぶってい
る？！
⇒市民との接点が多い「地域福祉計画」のほうがかつての地区計画
⇒福祉(welfare）を「広義の福祉」 （wel裕福に fare行く）としてとらえる
⇒「地域ケアプラザ」、「コミュニティハウス」、「地区センター」、「図書館」、
「スポーツセンター」、「小・中学校」をどうやってネットワークさせていく
のか、福祉と文化との連携も都市計画として重要。

◆現状の課題２（今後の展開）

地域福祉+農活動
地域福祉+居場所づくり
地域福祉+コミュニティビジネス

Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

地区カルテの研究からの分析と問題提起２



Ａ－３ 「地区カルテ」「地区計画」と横浜の都市計画・政策の展開

「風土資本」・「社会関係資本」・「福祉」の循環

風土資本
（風景／無形文化・慣習）

社会関係資本
（人のネットワーク）資本へのアクセス

（庭・公園・農地など）

「風土資本」と「社会関係資本」の間の関係性構築が暮らしの質において重要
→空間的な資源（庭・公園など）を人が手入れ・管理することで風土資本も持続
→地域ごとの人・資源の偏りを考慮しながら循環の仕組みを作る必要性 26

狭義の福祉
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Ｂ－１ 横浜における都市戦略を考える
グリーンマトリックスとインナーハーバー

After Sprawl Post Industry
都市域拡張（スプロール）後の
都市戦略

脱産業化社会



1960年から継続的に都市域が拡大しつづけてきているが
横浜ならではの都市システム＜都市域を制御するグリーンマトリックス＞
（モザイク状の市街化調整区域）によって生活環境が守られてきている

Ｂ－１ 横浜における都市戦略を考える
グリーンマトリックスとインナーハーバー
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人口・世帯分布について

横浜の高齢化率分布

凡例1: 高齢化率
(65歳以上人口/総人口)

凡例2: 鉄道駅勢圏
(駅からの距離)

500m

1,000m

小地域ごとの高齢化率 鉄道駅勢圏との関係 小地域ごとの単独世帯率 鉄道駅勢圏との関係

横浜の単独（単身者）世帯率分布

凡例2: 鉄道駅勢圏
(駅からの距離)

500m

1,000m

凡例1: 単独世帯率
(単独世帯数/総世帯数)

図注:2015年国勢調査結果より作成

→個々の地域の居住者属性の差異（流動性／世代の差）

Ｂ－１ 横浜における都市戦略を考える グリーンマトリックスとインナーハーバー
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自治体加入率分布

凡例: 自治体加入率

直売所・商圏分布

■地域内経済・資源

凡例1: 関係土地利用分布 凡例2: 少店舗商圏
(直売所からの距離)

500m農業地域

農用地区域

市街化調整区域

■コミュニティ

図注:横浜市環境局のデータより作成

資源・コミュニティについて

図注:横浜市「自治会町内会実態調査」より作成

→「風土資本」と「社会関係資本」の偏在

Ｂ－１ 横浜における都市戦略を考える グリーンマトリックスとインナーハーバー
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横浜の歴史的地勢

武蔵国／相模国

出典: はまれぽ.com
http://hamarepo.com/story.php?story_id=792

・廃藩置県以前の地域区分である「武蔵野国（むさし

のくに）」と「相模国（さがみのくに）」によって、横浜市が構
成。

・両地域による性格の違い。

・流域（分水嶺）に沿って、地域のまとまりが形成。

横浜の河川と地域の関係

武蔵国と相模国

Ｂ－１ 横浜における都市戦略を考える グリーンマトリックスとインナーハーバー



Ｂ－１ 横浜における都市戦略を考える
グリーンマトリックスとインナーハーバー
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０ 「 小 さ な 矢 印 か ら 考 え る 」

Ｂ－2 みなとみらい２．０（副都心計画を２１世紀にアップグレードする）
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富士ゼロックスとの協働による生活行動に関するリサーチ
―就業者の生活における移動経路の可視化―

GPSを用いた移動経路に関するリサーチ
―買物客、散策者等の移動経路の可視化―

みなとみらいにおける人の移動のノーテーション
―2014年度のリサーチ内容―

インタビューや、GPSを用いた調査により、みなとみらいにおける就業者や散策者の移動経路の可視化を行った。一日
の生活の中での動きを見ることで、みなとみらいにはアフター5で目的地となるような場所が存在しないことが明らかに
なった。また、散策者の動きをみると、出発地から目的地までの最短経路に向かうのではない、特異な動きもみられた。
そうした、みなとみらいでの動きを特異化・多様化させる環境要素の存在にも注目することができる。
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o b j e c t o f r e s e a r c h

モデルケース 横浜

対象地としては、リデザインの対象となる横浜と
バスを中心とした都市空間を考える上で、モデルケースとなり得る

バンコク・香港・リオデジャネイロのリサーチを行った。
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単独型バス停として、横浜、新都心部としてのみなとみらいの例を示す。
陸橋の下の歩道沿いに位置するバス停。周囲には、横浜美術館やクイーンズスクエア横浜（ショッピングモール）などが
ある。

単独型バス停／横浜・みなとみらい

バス停

圏域のまとまり

みなとみらい・美術の広場前バス停周辺の空間構成みなとみらい・美術の広場前バス停の位置
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みなとみらい・美術の広場前バス停付近での移動軌跡を記述すると
交通機関へ向かう動き（緑）、他の場所へ移動する動き（青）の二種類の動きしかなく、活動の種類は多くない。
また、隣接するクイーンズスクエアや横浜美術館との距離の遠さゆえに、近隣の活動とも関連が薄い状態と
なっている。

緑線: 交通機関へ向かう動き
青線: 他所へ移動する動き
橙線: 作業員・店員の動き

みなとみらいにおける人々の移動軌跡
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領域型バス停のアイランド型としては、バンコクのビクトリーモニュメントのバスターミナルを例として示す。当該地は、市
内の各方面のバスが集まる巨大なバス停であるとともに、バンコクと他都市を結ぶ小型のワゴンバス（ロットゥー）、タク
シーやバイクタクシーの発着地ともなっている。

領域型バス停-アイランド型／バンコク・ビクトリーモニュメント

ビクトリーモニュメントの位置

ビクトリーモニュメント全体図
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路線バス（島の表側）
市内への各地域へ移動

ロットゥー（島の裏側）
バンコクから近郊地域へ移動

マーケット（島の内部）
バイクタクシー（島の端）

当該地からの近距離移動

ビクトリーモニュメントの構成要素

圏域のまとまり

モビリティの移動エリア
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ビクトリーモニュメントのバス停
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ビクトリーモニュメントでは、バス停・ロットゥーなど交通機関へ向かう動き、他所へ移動する動き、ショッピングをする動きなどが、連続的に混在
していることがわかる。島の外周に交通機関が配置されながら、内部には商業施設、広場があり、それらが極めて近い距離で存在しているとと
もに様々な方面への移動を可能にしているため、当該地では、ショッピングから交通機関へ、交通機関からショッピング、待機へ、などの行動の
転換が多く生じる。

緑線: 交通機関へ向かう動き
青線: 他所へ移動する動き
赤線: ショッピングの動き
橙線: 作業員・店員の動き

ビクトリーモニュメントにおける人々の移動軌跡
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領域型バス停-線形型／香港・ネイザンロード

領域型バス停の線形型として、香港のネイザンロード沿いのバス停群を例として示す。
ネイザンロードは九龍半島市街地を南北に縦貫する幹線道路であり、商業の中心地でもある。
当該道路沿いに、主に二社（KMB、CityBus）のバス停が約10m間隔で断続的に連なっている。

全長約3.6km

ネイザンロードの位置
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ネ イ ザ ン ロ ー ド の 構 成 要 素

路線バス
（表通り）

赤ミニバス
（裏通り）

タクシー
（裏通り）

緑ミニバス
（表・裏通り）

圏域のまとまり

モビリティの移動エリア
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ネ イ ザ ン ロ ー ド 付 近 の 路 線 バ ス

62



ネ イ ザ ン ロ ー ド 付 近 の 緑 バ ス

63



ネイザンロードでは、歩道の車道側にバス停、逆側に商業施設がそれぞれ並んでいる。また、街区の裏通りにも小さな店舗街やミニバ
スの待機場所があり、街区全体が交通・商業拠点となっている。そこでの動きをみると、ネイザンロード上の歩道では、他所へ移動する
動き、ショッピングをする動き、交通機関（バス停）へ向かう動きが入り混じり、動きの転換も頻発していることがわかる。店舗からバス停
へとすぐに移動できるとともに、表通りから裏通りへの移動もスムーズに行えることで、多種のニーズを許容できる交通・商業空間になっ
ているといえる。

緑線: 交通機関へ向かう動き
青線: 他所へ移動する動き
赤線: ショッピングの動き
橙線: 作業員・店員の動き

ネイザンロードにおける人々の移動軌跡
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バス停の類型と、動きのあり方の関係をみると
横浜でみられたような単独型バス停の付近では商業施設と交通機関が分離され、動きも単調であるのに対し、モデル
ケースでみられたような領域型バス停では、商業施設と交通機関が隣接されることで、様々な種類の動きが混在してい
るとともに、動きの転換が頻発していることに注目できる。

動
き
の
ダ
イ
ア
グ
ラ
ム

バス停空間の比較

バ
ス
停
の
類
型

領域型バス停
-アイランド型・線形型

領域型バス停
-広場型

単独型バス停

動きの転換点への注目
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正面性のある大きな立面

Ｂ－３ 創造都市戦略２．０
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都市軸を受け止める建築
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実は通り抜けられる公共空間

都市軸を受け止める建築

68



69



70



71



72



73



□提案4：提案1～３を複合し、美術館全体がランドスケープとしてのあり方
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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Ｃ－１ 地域を精緻に観察・分析する
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83

サードプレイスとしてのリビングラボの重要性

Ｃ－２ 小さな実践を積み重ねる



リビングラボとは？
ユーザー中心型のオープン・イノベーション・エコシステム

ユーザー・市民・地域なりわい企業参加型の共創（co-creation）活動

• ユーザー・市民が、企業・大学・行政と共に、生活に関連するサービスや商品開発のためのプロセスに参加し、

より良い品質にしていく活動を指す。

• 元々は、1990年代に米国で提唱された概念。

• 2000年代以降、ヨーロッパを中心に展開。リビングラボの世界的なネットワークである「European Network of 

Living Labs」の設立（2006年）。

参照:
「European Network of Living Labs」HP

「【シニア】第17回 世界と日本で広がるリビング・ラボの活動」、「日本総研」HP 84



なぜリビングラボ的な発想が重要か？
――背景となる問題1: 社会学系の議論

• 高齢者の孤独死や「無縁社会」という言葉の流行にみられるように、近年、人々の孤立化が進展し
ていることが問題視されている。

• 社会学では、こうした人々の関係性の変化に関して、1990年代頃より「親密性」の変容という主題の
もと、近代以降の社会が持つ問題として議論されてきた。

• 地縁や血縁による伝統的な共同体に基づく関係性に代わって、友人関係・恋愛結婚・趣味等にみら
れる「純粋な関係性」へと、親密さの基準が変容していくことが指摘されている。

• 加えて、1990年代後半以降の日本におけるフレキシブルな労働力需要の増加などに伴い、労働市
場・人間関係・地域・社会保障制度からの排除が折り重なる「社会的排除」が強まる。

• 以上の「親密性」の変容、「社会的排除」の高まりの２つによって、社会からの孤立への不安が増大
したと指摘されている（石田、2011）。

参照:
宮本みち子、『若者が無縁化する』、筑摩書房、2012

石田光則、『孤立の社会学』、勁草書房、2011

孤立化・無縁化／親密性の変容／社会的排除
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なぜリビングラボ的な発想が重要か？
――背景となる問題2: 建築学系の議論

居場所の変容／街の中における居場所の減少

• 2000年代以降、建築・都市計画学的な議論において、「居場所」に着目した研究が増加し、その必要性
が提唱される。

• 1950年代から1990年代にかけての「居場所」のあり方の変化について検討した西川知子らの研究では、
過去の社会における居場所が、家の前・銭湯・市場など日常的な場であったのに対し、1990年代におけ
る居場所は、老人会や習い事の場など、日常生活とは切り離された施設・組織であると指摘されている。

• つまり、現代の都市の状況下では、街の中における「居場所」のなさが問題視される。

参照:
西川知子、中島煕八郎、「居場所に着目したまちの再生に関する研究」、『学術講演梗概集. F-1』、日本建築学会、pp.119-120、2001
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なぜリビングラボ的な発想が重要か？
――背景となる問題3: 経済学系の議論

シェアリング・エコノミー／小さな経済

• 2010年前後に、経済学において「シェア」という発想が注目されるようになる。
• 2008年から開始される「Airbnb」に代表される、モノ・情報・知識等の有形無形の資源を複数人で共有す

ることで経済循環の仕組みを指す「シェアリング・エコノミー」という考え方が提唱されている。
• 加えて、近年では、地域の人々が自発的に貨幣・モノ・資源の循環を促す活動である「小さな経済」とい

う考え方が注目されている。

参照:
レイチェル・ボッツマンほか、『シェア <共有>からビジネスを生みだす新戦略』、日本放送出版協会、2010（原著出版年も同年）

「総務省｜平成27年度情報通信白書｜シェアリング・エコノミーとは」、総務省HP
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なぜリビングラボ的な発想が重要か？

1990年代はじめ
「親密性」の変容の議論
（地縁・血縁・社縁から、選択される「純粋な関係性」への変容）

1990年代後半
社会的排除（労働市場・人間関係・地域・社会保障制度からの排除の重なり）高まりに
関する議論

2000年代以降
「居場所」の組織化・施設化、街の中の「居場所」の減少の議論

2010年代以降
「シェアリング・エコノミー」、「小さな経済」への注目

小さな「共有」が重要な価値に
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・地域ケアプラザ
・商店街
・町会
・小学校
・地域なりわい企業
・ＮＰＯ法人

などの地域のプレイヤーをつなぎ、高齢化・家族像
の変化で困難になりつつある地域運営、地域文化
の醸成を担う存在になる。

リビングラボの可能性１
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人と企業と街から考える都市の創造性
～地域ブランドラボの取組を通じて～

藤原徹平（建築家／横浜国立大学 都市イノベーション学府 准教授）

90

と生態系



≪参考≫横浜市における｢パートナーシップ型行政｣の推移（概要）（内海宏作成）
都市整備局/都市計画局 政策局/都市経営局/企画局 市民局、市民協働推進事業本部 □法制度、活動支援制度等 ○中間支援団体等

３年度 ●アリスセンター発足(S63.5)

●TRネット(H3.5)
４年度 ■あいあい基金(市社協)

■環境保全活動助成
※都市計画法改正(H4.6)
　(都市マス創設)

５年度

６年度 ■区生涯学習支援センター設置
■個性ある区づくり推進費の創設

※行政手続法施行(H6.10)
※都筑区・青葉区誕生(H6.11)

７年度
■区民利用施設協会
※地方分権推進法制定(H7.5)

●横濱金澤地図博覧会(H8.3)
８年度

●KYATS発足(H8.7)

■在宅支援モデル事業

９年度
●ひと・まちわ創り連(H8.12)

10年度

※NPO法施行

11年度

12年度
●よこはま里山研究所(H12.3)

　

13年度

※ニセコ町自治基本条例制定

14年度 □泉区いきいき区民支援事業

15年度
●ＴＲネット、ＮＰＯ法人化
●市民セクター、ＮＰＯ法人化
●子ども未来ファンド、ＮＰＯ法人化

■いえ・みち　まち改善事業

16年度

※地方自治法の改正(地域自治区制度の創設、
都市内分権のあり方)

※川崎市自治基本条例制定

17年度 ■ヨコハマ市民まち普請事業
■市民活動推進基金(よこはま夢ファンド)

18年度
●横プラ、NPO法人化

19年度 ■地域交通サポート事業
■身近な地域・元気づくり事業
■大都市制度検討委員会(H19-20)

20年度

21年度

■新たな大都市制度創設の基本的考え方
(H22.5)

■県よりNPO法人認証の事務移譲(H22.4)

■横浜市大都市自治研究会第1次提言(H.24.3)

24年度

※改正NPO法施行
■横浜市がNPO法人認証の所轄庁に(H24.4)
■指定NPO法人制度開始(H24.8)
■横浜特別自治市大綱(H25.3)

22年度

23年度

□神奈川生きがいキャッチアップ事業

●福祉のまちづくりフォーラム、その後の集い
(H8.10)

■協働事業提案制度モデル事業(H16-18)

※地方分権一括法施行

●横浜プランナーズネットワーク
(H10.11)

●アリスセンター、NPO法人化(H11.10)

■環境まちづくり協働事業

○神奈川子どもみらいファンド設立準備委員会
(H13.12  8団体)

●横浜市民運営施設ネットワーク

(H8-11コーディネーター費助成)

※福祉のまちづくり条例制定(H9.3)

●１日だけの横浜地図博物館(H7.1)

■住宅地まちづくり支援制度

健康福祉局/福祉局/衛生局

●市民セクターよこはま(H11.9)

※地方自治法改正(指定管理者制度の導入)

□保土ヶ谷地域・まちづくり活動支援事業

※神奈川ボランタリー活動推進基金２１条例の
制定(H13.3)

●まちのルールづくり相談センター(H14.9)
横浜リバイバルプラン

まちづくり条例の検討

パートナーシップ推進モデル事業

3局トライアングルによる研修・評価・検証

18区２５事業
(H8/9：9区、9/10：9区)

(施設系 ８事業、
支援系 １０事業、

プラン系 ７事業)
公募制による参加機会の拡大、ワークショップ手法の導
入、調整的な協議など

市民公益活動推進懇話会(ボランティア
情報センター)
(H8.11-9.9)

自主的な市民まちづくり活動の支援(H3-5)

H3 ５グループ
H4/5 １８グループ

第１回ヨコハマ都市デザインフォーラム

よこはま市民まちづくりフォーラム
(11月、23グループ)

コミュニティ行政研究会

(H3-5)

※横浜で初めて
｢パートナーシップ｣登場

まちづくりセンター検討(H6-8)

まちづくり活動の支援(H9-1２)

まちづくりセンター検討会

ヨコハマひと・まち横丁展(H8.12)

コミュニティハウス基本構想委員会
(H6.9-H7.3)
よこはまコミュニティプラン基本構想検
討委員会 (H6.10-H7.3)

ゆめはま２０１０プラン(12月)

市民参加推進プロジェクト

第２回ヨコハマ都市デザインフォーラム
(H.10.11)

～後半は市民まちづくり会議

よこはま市民運営施設フォーラム
(H.11.3)

パートナーシップ推進マニュアル(職員用)
作成

中期政策プラン策定(H14.12)

市民活動推進条例の制定(H12.3)

よこはま市民運営施設フォーラムⅡ
(H.12.3)

地域まちづくりフォーラム (H16.6-8)

地域まちづくり制度検討委提言 (H16.10)

地域まちづくり推進条例制定 (H17.2)

横浜会議設置(H16.4)

新時代行政プラン(H15)
中期財政ビジョン(H15)

地域運営補助金の創設（H23～)
元気な地域づくり推進事業（H23～）

福祉のまちづくり検討
委員会(H7.8ｰH8）

検討委員会提言

横浜市福祉の都市環境づくり

推進指針の大幅改定

建築基準条例、駐車
場条例改定
（福祉のまちづくり
の観点）

地域保健法
21世紀福祉ビジョン
新ゴールドプラン

介護保険法公布

ゴールドプラン21

介護保険法施行
社会福祉法施行
新成年後見制度施行

支援費制度

介護保険法改正

障害者自立支援法施行

(H18）

後期高齢者医療制度

第1期 横浜市地域福祉
計画策定推進委員会設置

第1期 横浜市地域福祉
計画策定

第２期横浜市地域福祉
保健計画策定

第２期区計画策定

社会福祉基礎構造改革

第1期 横浜市地域福祉

計画 区計画策定
（H17-H18）
・先行区 ７区
・後発区 11区

これからの地域福祉の
あり方に関する研究会
報告（H21)

在宅支援サービスセンター
第1館目設置

障害者基本法施行

障害者プラン策定

地域ケアプラザへ名称変更

地域包括支援センター設置
指定管理制度導入(H18）

地域ケアプラザ
128館（H24現在）

福祉のまちづくり推進
指針策定（H11）

福祉のまちづくり重点

推進地区事業 ６地区

（H11-H22）

指針改定

指針改定

通所介護事業・居宅介護
事業の実施を条例で位置
付け

身近な地域・元気づくり事業モデル地区スタート
Ｈ１９～３地区、最終年度Ｈ２2～41地区

横浜市所管のNPO法人数
H18 896法人

H19 1,002法人
H20 1,107法人

H21 1,152法人
H22 1,219法人
H23 1,308法人
H24 1,382法人

地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の
構築を促進する条例の制定(H23.3)

市民協働条例の制定(H24.6)

協働推進の基本指針改訂版の策定(H24.10)

横浜市中期４か年計画【H22～25】
（H22.12)

改正福祉のまちづくり

条例公布（H26.1月

施行予定）

福祉のまちづくり推進
指針（改訂版）発行

【参考：国の動き】

市民活動推進検討委員会(H9.10-11.3)

市民活動推進検討委員会報告書において
提言(H11.3)
｢横浜市における市民活動との協働に関
する基本方針(横浜コード)｣
憲法89条の問題を整理

市民活動推進助成金(H12-21)
市民活動推進委員会設置(H12.８)
市民活動支援センター開設(H12.10)

市民活動推進委員会答申(H14.8)
｢市民活動における助成のあり方について｣

協働のあり方シンポジウム（H15.3）

共同オフィスを中心とした｢協働のあり方
研究会｣の開催(H14.12)

協働推進の基本指針策定(H16.7)

地域活動との協働・支援のあり方提言
(H17.2)

コラボレーションフォーラム(H17ｰ21)

各区の市民活動支援センター設置
(H16-20)

コラボレーションフォーラム横浜
(H15.11・H16.12)

市民協働推進事業本部設置(H16～18)

横浜ライフデザインフェア(H19ｰ21)

元気な地域づくり活動報告会（H22.12）

横浜市基本構想(H18.6)
⇒新しい公共の創造

横浜市中期計画【H18-22】(H18.12)
⇒大都市自治の拡充・協働による地域

運営

横浜市福祉のまちづく

り条例 施行（Ｈ９）

グループ １２８
組 織 ２３
（Ｈ24 現在）

①鶴見区都市マス策定（Ｈ11～１３）

①鶴見区都市マス策定（Ｈ11～１②地域まちづくりの政策提言（Ｈ１４.９）

③いえ・みち まち改善事業（Ｈ15年度～）

横浜国大地域交流科目講義（Ｈ16年度～）

④まち普請事業提案団体の支援（H17年度～）

⑤エリマネ事業の地域支援（Ｈ19～22年度）

⑥港北区地福・地区別計画支援（Ｈ22年度）


